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2050 年カーボンニュートラルに向けた印刷業界のビジョン 

 

業界として 2050年カーボンニュートラルに向けたビジョン（基本方針等）を策定しているか。 

 

■策定している・・・①へ 

□策定を検討中・・・②へ 

□策定を検討する予定・・・②へ 

□策定を検討する予定なし・・・②へ 

 

①ビジョン（基本方針等）の概要 

策定年月日 2022年 3月 

将来像・目指す姿 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、「エネルギー起因の排出極小化」、「プロセス・

構造の転換」、「印刷技術による地域社会づくり」に取り組み、持てる技術、知恵を結集し、積極

的に挑戦していきます。 

 

将来像・目指す姿を実現するための道筋やマイルストーン 

印刷産業は、長年培ってきた情報管理・加工の技術とノウハウを活かし、多様化・高度化する

顧客のニーズに応えると同時に、革新的な技術の開発や実用化に挑戦して環境に配慮した製品を

生活者に提供してきた。今後は、カーボンニュートラルな社会を目指すために、以下の２分野で

施策を展開し、求められる新しい産業へ成長する。 

 １．事業活動におけるエネルギー起因の排出極小化  

 ２．カーボンニュートラル社会への “印刷” の貢献 

これにより印刷業界が地球温暖化対策に取り組む姿勢を明確にするとともに、2050 年カーボン

ニュートラル社会の実現に積極的に貢献していく。 

 

＜2030 年度目標値＞（ 2022年 3月目標設定時） 

2030 年度時点の自主行動計画参加企業の売上高 3 兆 2,000 億円（2018 年度実績）を前提と

し、2018 年度の原油換算原単位 17.0kl/億円を 毎年前年より１％改善し、2030 年度は 

15.1kl/億円 （2013 年度比：▲25.6％）までの改善を目指し、CO2 排出量は 63.0 万ｔ-CO2 

（2013年度比：▲56.1％） を目標とする。 

 （目標値は各年度の自主行動計画参加企業のデータにより変動する） 

 

 

②検討状況/検討開始時期の目途/検討しない理由等 

 

経団連カーボンニュートラル行動計画 

2024 年度フォローアップ結果 個別業種編 

経団連カーボンニュートラル行動計画 2025 年度フォローアップ調査 

回答票Ⅱ（『個別業種編』原稿） 

経産省フォローアップ参加業種は最後のページの          

『■経産省フォローアップ参加業種のみ回答』にもご回答ください。 

経済産業省提出 

カーボンニュートラル 

行動計画 
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印刷業界のカーボンニュートラル行動計画 

 

 計画の内容 

【第１の柱】 

国内の事業活

動における排

出削減 

目標・ 

行動計画 

CO₂排出量を 2030 年度に 2013 年度比▲56.1%（CO₂排出量：63.0 万 t-

CO₂ 変動係数） 

CO₂排出量を 2030 年度に 2010 年度比▲32.5%（CO₂排出量：73.0 万 t-

CO₂ 固定係数） 

 

設定の 

根拠 

対象とする事業領域：印刷製造工程 

 

将来見通し：印刷業界の生産動向と活動の連続性を考慮し、2030 年

度時点のカーボンニュートラル行動計画参加企業の売上高 3兆 2,000

億円（2018 年度実績）を前提とし、電力排出係数を変動係数と 2010

年度固定係数の 2種類による目標設定をした。 

●変動係数 

（年度別の発熱量・排出係数、電力は受電端調整後排出係数） 

2018年度の原油換算原単位 17.0kL/億円を毎年前年より 1％改善し、

2030 年度には 15.1kL/億円（2013 年度比：▲25.6％）とし、CO₂排

出量を 143.5 万トンから 80.5 万トン削減し、63.0 万トン（2013 年

度比：▲56.1％）とすることを目指す。 

●固定係数 

（2010年度の発熱量・排出係数、電力は発電端調整後排出係数） 

2018 年度の原油換算原単位 16.3KL/億円を毎年前年より 1%改善し、

2030 年度には 14.5KL/億円（2010 年度比：▲30.0％）とし、CO₂排

出量を 108.1 万トンから 35.1 万トン削減し、73.0 万トン（2010 年

度比：▲32.5％）とすることを目指す。 

 

BAT：以下に掲げる BATを最大限導入する。 

・デジタル印刷機の導入促進 

・乾燥・脱臭廃熱の有効活用 

・デジタルワークフローの拡大 

 

電力排出係数： 

・変動係数：0.250kg-CO₂/kWh（2030 年度調整後排出係数、受電端） 

・固定係数：0.316kg-CO₂/kWh（2010 年度調整後排出係数、発電端） 

 

その他：本計画は毎年度の行動計画参加企業の実績を踏まえて目標数

値を修正している。 

【第２の柱】 

主体間連携の強化 

（低炭素・脱炭素の製

品・サービスの普及や従

業員に対する啓発等を通

じた取組みの内容、2030

年時点の削減ポテンシャ

ル） 

概要・削減貢献量：（未算定） 

・環境に配慮した印刷資機材の活用促進 

・バイオ資源の有効活用促進 

・製品の軽量化 

・アルミ版の回収・再製造に協力 
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【第３の柱】 

国際貢献の推進 

（省エネ技術・脱炭素技

術の海外普及等を通じた

2030 年時点の取組み内

容、海外での削減ポテン

シャル） 

概要・削減貢献量：（未算定） 

１．印刷業界の国際会議に参加 

世界印刷会議（WPCF）、アジア印刷会議（FAPGA）等での国際交流を通

じて、各国との情報交換および日本の印刷業界における市場動向、環

境問題への取組みの紹介等、国際貢献を図る 

【第４の柱】 

2050 年カーボンニュート

ラルに向けた革新的技術

の開発（含  トランジ

ション技術） 

概要・削減貢献量：（未算定） 

１．事業活動におけるエネルギー起因の排出極小化  

①省エネ活動のさらなる推進 

・エネルギーマネジメントシステム（EMS）の導入 

・高効率機器、省エネ機器の導入 

・LED-UVなど乾燥のための低エネルギー技術、機器の導入 

②再生可能エネルギー、新エネルギーの利用拡大  

・電力調達における再生可能エネルギー由来の電力調達 

・太陽光発電設備の導入 

・熱エネルギー源としての水素、アンモニア等の利用 

③プロセス・構造の転換によるエネルギー効率の最大化 

・生産プロセスの転換と適正品質基準の確立により、印刷ロスを

極小化 

・デジタル印刷機の導入や DXによるジョブシェアリング 

・ジョブシェアリングの広域展開によるプラントネットワーク構

築 

・企画、広告、充填、流通等バリューチェーンへの拡大   

 

２．カーボンニュートラル社会への “印刷” の貢献 

①新たな情報文化の創出 

・情報伝達や販促活動のデジタル化推進、新サービスの開発によ

る削減 

・生活者へのより低炭素な生活のための情報発信 

②新たな生活文化の創出 

・より低炭素な環境配慮製品の開発によるライフサイクルでの CO₂

削減  

・リサイクル適性に優れた包装材などの開発・提供による資源循

環貢献 

・生活者、事業者が分別しやすい表示、ラベル、タグの開発・提

供 

③低炭素な地域社会づくりに貢献 

・産官学地域連携の担い手として、低炭素な新しい街づくり推進 

・地域の再エネ、リサイクル活動などの情報のハブとしての役割 

・広域プラントネットワークを介した地域間の連携事業構築 

その他の取組み・特記事

項 

該当事項記載なし 
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印刷業における地球温暖化対策の取組み 

 

主な事業 

・標準産業分類コード：151 印刷業、152 製版業、153 製本業・印刷物加工業、159 印刷関連サー

ビス業 

・出版印刷物、商業印刷物、証券印刷物、事務用印刷物、包装その他特殊印刷物等の製造業。 

業界全体に占めるカバー率（ＣＮ行動計画参加÷業界全体） 

 業界全体 業界団体 ＣＮ行動計画参加 

企業数 13,371社 5,866 社 129 社 2.2％ 

市場規模 
出荷額 

50,934億円 

売上高 

(推計)46,834 億円 

売上高 

34,189 億円 
73.0％ 

エネルギー消費量     ―    ― 44.1万 KL ％ 

出所 ＊業界全体の市場規模は、2025（令和 7）年公表の 2024 年「経済構造実態

調査（製造業事業所調査）」より 2023年製造品出荷額等。企業数 

また、CN行動計画参加企業の売上規模は 2025年度のアンケート参加企業の

売上高回答を記載している。 

＊計画参加企業と参加企業売上規模の割合は、業界団体加盟企業数（日本

印刷産業連合会所属の印刷 10 団体の会員企業）と売上規模を比較したもの

である。業界団体売上規模は、当連合会の推計である。 

データの算出方法 

指標 出典 集計方法 

生産活動量 

□統計 
□省エネ法 
■会員企業アンケート 
□その他（推計等） 

環境自主行動計画参加企業に

アンケート調査を実施して集

計 

エネルギー消費量 

□統計 
□省エネ法 
■会員企業アンケート 
□その他（推計等） 

環境自主行動計画参加企業に

アンケート調査を実施して集

計 

CO2排出量 

□統計 
□省エネ法 
■会員企業アンケート 
□その他（推計等） 

環境自主行動計画参加企業に

アンケート調査(エネルギー消

費量)を実施して集計。（改正

温対法ベースではない） 

生産活動量 

指標 売上高（億円） 

指標の 

採用理由 

製品内容が多岐にわたっており、売上高を生産活動量として把握するのが最も合

理的と判断した。 

業界間バウンダリーの調整状況 

右表選択 □調整を行っている ■調整を行っていない 

上記補足 
（実施状況、

調整を行わな

い理由等） 

他業界とのバウンダリーの調整は行っていないが、参加企業単位で、電機・電子

業界、インキ業界等とのバウンダリーの重複を避けて集計した。 

その他特記事項 

毎年参加企業に変動があるため、基準年度まで遡って実績値、目標値を修正している。 
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【第１の柱】国内事業活動からの排出抑制 

 

（１）国内の事業活動における 2030 年削減目標 

策定年月日 2022年 3月 

削減目標 

CO₂排出量を 2030 年度に 2013年度比▲56.1%（CO₂排出量：63.0 万 t-CO₂ 変動係数） 

CO₂排出量を 2030 年度に 2010年度比▲32.5%（CO₂排出量：73.0 万 t-CO₂ 固定係数） 

 

対象とする事業領域 

印刷製造工程 

 

目標設定の背景・理由 

2014 年度に設定した CO2排出量の 2020 年度目標値を 2018 年度に達成できたため、2020 年度及

び 2030年度目標値の見直しを行った。その後日本政府において、2021年 4月に 2030年度の新た

な温室効果ガス削減目標として、2013 年度比 46％削減することを目指すとの新たな方針が示さ

れ、印刷業界も本目標達成に貢献すべく、産業構造や業態変革を推進し次なる大きな成長につな

げるために、2022 年 3 月に 2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて積極的に挑戦し、持続

可能な社会の実現に貢献してゆくことを宣言するとともに、先に設定した 2030 年度目標値を見

直した。 

 

 

2030 年政府目標に貢献するに当たり最大限の水準であることの説明 

エネルギー消費量の原油換算原単位（売上高比）について、2018 年度実績を基準として 2030 年

度まで毎年前年より 1％改善する目標を設定した。印刷業界の CO₂排出量は生産量の変動と相関

が高く、デジタルコンテンツの商材や新たな事業分野での商材開発が進められている中、紙媒体

の生産量は今後も低減していくことが予想され、これに伴い CO₂排出量も減少することも見込ま

れるが、エネルギー消費量の削減はコスト低減活動の重要施策であるため、引き続きエネルギー

消費量原単位の改善を通じ CO₂排出削減を目指す。 

※ＢＡＵ目標の場合 

ＢＡＵの 

算定方法 

 

ＢＡＵの 

算定に用いた

資料等の出所 

 

2030 年の生産活動量 

生産活動量の 

見通し 

印刷産業はデジタルメディアの更なる普及により、従来の印刷物の需要は減少

傾向が続き全体的な市場規模は縮小している。しかし、印刷業界では印刷技術と

デジタル技術を融合することでデジタルメディアの分野では需要が拡大してお

り、またマーケティング戦略の一環として企業活動をサポートする事業やプロ

モーション企画やデザイン制作などの付加価値の高いサービスを提供する企業が

増えるなど、昨年度との比較でも増加しており、今後新しい分野へのシフトが促

進されることで売上高の落ち込みは少ないと見込まれる。 

 

設定根拠、 

資料の出所等 

 

その他特記事項 
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目標の更新履歴 

（削減目標） 

① 2022年 3月策定 

・（変動係数）2030 年度目標：2013 年度比▲55.7%  

CO₂排出量を 146.7 万トンから 81.7 万トン削減し、65.0万トン（2013年度比▲55.7%） 

・（固定係数）2030 年度目標：2010 年度比▲23.6% 

CO₂排出量を 108.3 万トンから 25.6 万トン削減し、82.7万トン（2010年度比▲23.6%） 

 

（変動係数：年度別の発熱量・排出係数、電力は受電端調整後排出係数を使用） 

（固定係数：2010 年度の発熱量・排出係数、電力は発電端調整後排出係数を使用） 

 

② 2023年 9月：目標見直しを実施(アンケート参加企業数変更のため) 

・（変動係数）2030 年度目標：2013 年度比▲54.9% ⇒ 2013 年度比▲54.8% 

CO₂排出量を 143.7 万トンから 78.7 万トン削減し、65.0万トン（2013年度比：▲54.8％） 

・（固定係数）2030 年度目標：2010 年度比▲28.4% ⇒ 2010 年度比▲30.1％ 

CO₂排出量を 107.8 万トンから 32.4万トン削減し、75.4万トン（2010年度比：▲29.3％） 

 

③ 2024年 9月：目標見直しを実施(アンケート参加企業数変更のため) 

・（変動係数）2030 年度目標：2013 年度比▲54.8% ⇒ 2013 年度比▲54.2% 

CO₂排出量を 142.0 万トンから 77.0 万トン削減し、65.0万トン（2013年度比：▲54.2％） 

・（固定係数）2030 年度目標：2010 年度比▲28.4% ⇒ 2010 年度比▲29.3% 

CO₂排出量を 106.6 万トンから 31.2 万トン削減し、75.4万トン（2010年度比：▲29.3％） 

 

④ 2025年 9月：目標見直しを実施(アンケート参加企業数変更のため) 

・（変動係数）2030 年度目標：2013 年度比▲54.2% ⇒ 2013 年度比▲56.1% 

CO₂排出量を 143.5 万トンから 80.5 万トン削減し、63.0万トン（2013年度比：▲56.1％） 

・（固定係数）2030 年度目標：2010 年度比▲29.3% ⇒ 2010 年度比▲32.5% 

CO₂排出量を 108.1 万トンから 35.1 万トン削減し、73.0万トン（2010年度比：▲32.5％） 

 

【その他】 

 

従来の目標である基準年 2010年度の電気、エネルギー量の各係数を使用した固定係数での CO2排

出量目標は継続する。（自助努力による削減状況を把握するため） 

 

 

 

 

  



- 7 - 

（２）排出実績 

【総括表】変動係数（詳細は回答票Ⅰ（変動係数）【実績】参照。） 

 
目標 

指標1 

①基準年度 

(2013年度) 

②2030年度 

目標 

③2023年度 

実績 

④2024年度 

実績 

⑤2025年度 

見通し 

⑥2026年度 

見通し 

CO2排出量 

(万t-CO2) 
□ 143.5 63.0 82.8 80.2 79.5 76.1 

生産活動量 

(単位：億円) 
□ 31,370 32,000 33,562 34.188 32,000 32,000 

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量 

（単位：万kl） 
□ 63.8 48.3 44.9 44.1 50.8 50.3 

ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位 

(単位:KL/億円) 
□ 20.3 15.1 13.4 12.9 15.9 15.7 

CO2原単位 

(単位：t/億円） 
□ 45.7 19.7 24.7 23.5 24.9 23.8 

電力消費量 

(億kWh) 
□       

電力排出係数 

（kg-CO2/kWh） 
－ 

0.567 0.250 0.422 0.416 0.339 0.321 

調整後 調整後 調整後 調整後 調整後 調整後 

年度 2013年度 2030年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 

発電端/受電端 受電端 受電端 受電端 受電端 受電端 受電端 

調整後排出量2 

(万t-CO2) 
－ 143.5 63.0 82.8  80.2 79.5 76.1 

 

注）「電力消費量」は、見通し・目標策定において分離していないため不明 

注）⑤及び⑥の見通し値は、2022年に策定した 2030 年度目標設定時の推定値 

  

 
1 目標とする指標をチェック 
2 調整後排出係数を用い、クレジットの取得・創出を加味しない排出量 

※回答票Ⅰの CO2排出量シートの「調整後排出量」を転記ください。 
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【総括表】固定係数（詳細は回答票Ⅰ（固定係数）【実績】参照。） 

 
目標 

指標3 

①基準年度 

(2010年度) 

②2030年度 

目標 

③2023年度 

実績 

④2024年度 

実績 

⑤2025年度 

見通し 

⑥2026年度 

見通し 

CO2排出量 

(万t-CO2) 
■ 108.1 73.0 68.1 66.5 76.7 75.9 

生産活動量 

(単位：億円)  
□ 32,663 32,000 33,562 34,188 32,000 32,000 

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量 

（単位：万kl） 
□ 67.5 46.4 43.4 42.5 48.8 48.3 

ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位 

(単位:KL/億円) 
□ 20.7 14.5 12.9 12.4 15.2 15.1 

CO2原単位 

(単位：t/億円） 
□ 33.1 22.8 20.3 19.5 24.0 23.7 

電力消費量 

(億kWh) 
□       

電力排出係数 

（kg-CO2/kWh） 
－ 

0.316 0.316 0.316 0.316 0.316 0.316 

業界指定 業界指定 業界指定 業界指定 業界指定 業界指定 

年度 2010年度 2010年度 2010年度 2010年度 2010年度 2010年度 

発電端/受電端 発電端 発電端 発電端 発電端 発電端 発電端 

調整後排出量4 

(万t-CO2) 
－       

 

注）「電力消費量」は、見通し・目標策定において分離していないため不明 

注）⑤及び⑥の見通し値は、2019年に策定した 2030 年度目標設定時の推定値 

 

 

【生産活動量、エネルギー消費量・原単位、CO₂排出量・原単位の実績】 

１．生産活動量 

＜2024 年度実績＞ 

生産活動量（単位：億円）：34,189（基準年度 2013 年比 9.0％、2023 年度比 1,9％）･･･変動係数 

             34,189（基準年度 2010 年比 4.7％、2023 年度比 1.9％）･･･固定係数 

 

 

 

 

 

 

 
3 目標とする指標をチェック 
4 調整後排出係数を用い、クレジットの取得・創出を加味しない排出量 
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＜実績のトレンド＞ 

（グラフ）【生産活動量】 

 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

１）2024年度の概況 

 2024年度の生産活動量は、昨年より 1.9%増であった。新型コロナウィルス感染症の影響が

ほぼそれ以前に回復するとともにインバウンド訪日外国人需要なども後押しした。また価格転

嫁の影響も大きい。一方、地政学リスクの長期化によるグローバルサプライチェーンの不安定

化などによって、原材料やエネルギー価格、物流コストの上昇などが続き、国内外の事業環境

は依然として不透明な状況にある。印刷業界では、電子化やデジタル化へのシフトが進み紙媒

体の需要は引き続き減少傾向にあり、特に出版関連では定期刊行物、雑誌の減少による紙媒体

が低調である。 

 

      グラフ 印刷産業の出荷額 

 

印刷産業 Annually Report Vol.4 2025年、総務省・経済産業省「経済センサス 活動調査 

産業別集計」、経済産業省「工業統計調査」「2022 年経済構造実態調査製造業事業所調査」 
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   グラフ 紙の生産量 

 

印刷産業 Annually Report Vol.4 2025年、経済産業省「生産動態統計」 

紙生産量は新聞巻取紙、印刷・情報用紙、包装用紙、衛生用紙、雑種紙の計。 

 

２）業態転換への取り組み 

直近５年間は主に新型コロナウィルスの影響などもあり事業環境が激変した。生活や価値観

が大きく変わり、デジタル化が急速に進んだ結果、中小零細企業が大多数を占めている印刷産

業に大きな打撃を与えた。今後もこの動きは加速すると考えられ、業界の持続可能な発展に向

けた強固な事業基盤を構築するとともに、「紙」媒体の印刷で培った技術と最先端のデジタル

技術を融合させ、顧客が保有する情報をより価値のあるものに創出する「情報価値創造産業」

への転換を進め、従来の受託型の「印刷物の製造」に止まらず、新たな情報メディアの創出を

含めた業態転換を模索する必要がある。 例えば、大手印刷会社を中心に、印刷の前工程であ

るデータを加工する過程で得られた「情報加工」のノウハウを活かした「デジタルコンテン

ツ」の制作や、企画などのソフト分野、BPO（ビジネスプロセスアウトソーシング）の受け皿

の業務など、また中小印刷会社でも Web広告運用や販促、業務支援事業のデジタルシフトを支

援する製品・サービスの提供が求められており、市場環境の変化に対応できるよう、新たな分

野にシフトするような変革が進んでいる。 
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２．【エネルギー消費量、エナルギー原単位】 

１）＜2024年度の実績値＞変動係数（経団連指定係数：電力排出係数 調整後排出係数/受電端） 

・エネルギー消費量（単位：万 kl）  ：44.1（基準年度比▲30.9％、2023 年度比▲1.8％） 

・エネルギー原単位（単位：kl/億円）  ：12.9（基準年度比▲36.5％、2023 年度比▲3.7％） 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ）【エネルギー消費量、エネルギー原単位】 

 

２）＜2024年度の実績値＞固定係数（2010 年度発熱量排出係数：電力排出係数調整後/発電端） 

・エネルギー消費量（単位：万 kl）  ：42.5（基準年度比▲37.0％、2023 年度比▲2.1％） 

・エネルギー原単位（単位：kl/億円）  ：12.4（基準年度比▲40.1％、2023 年度比▲3.9％） 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ）【エネルギー消費量、エネルギー原単位】 
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（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

 

１）エネルギー消費量の改善 

2024年度実績値（変動係数）によると、基準年度に比べてエネルギー消費量は▲30.9％、

原単位は▲36.5％改善され、前年比でも消費量は▲1.8％、原単位は▲3.7％と改善された。

これは生産活動量が前年に比べて 1.9％増加しており、また印刷産業の出荷額推移でも前年

より増加傾向にあることを考慮すると、エネルギー消費量および原単位が前年に比べて減少

している要因は、事業者の生産効率、設備効率の向上により総合的にエネルギー効率の改善

が寄与したといえる。 

 

２）大手印刷会社の構造改革の取り組み 

大手印刷会社では、紙媒体の印刷物減少に伴い、拠点の統廃合による生産工程の集約化

や、高効率機への減台更新など、工場の稼働率低下に伴うエネルギー消費量の削減が行われ

た点も要因として挙げられる。 

 

【CO₂排出量、CO₂原単位】 

１）＜2024年度の実績値＞変動係数（経団連指定係数：電力排出係数 調整後排出係数/受電端) 

・CO₂排出量（単位：万ｔ-CO₂ 電力排出係数：0.416kg-CO₂/kWh）：80.2 

（基準年度比▲44.1％、2023年度比▲3.1％） 

・CO₂原単位（単位：ｔ-CO₂/億円 電力排出係数：0.416kg-CO₂/kWh）：23.5 

（基準年度比▲48.6％、2023年度比▲4.9％） 

 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ）【CO2排出量、CO2原単位（調整後排出量）】 
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２）＜2024年度の実績値＞固定係数（2010 年度発熱量排出係数：電力排出係数調整後/発電端） 

・CO₂排出量（単位：万ｔ-CO₂ 電力排出係数：0.316kg-CO₂/kWh）：66.5      

（基準年度比▲38.5％、2023 年度比▲2.3％） 

・CO₂原単位（単位：ｔ-CO₂/億円  電力排出係数：19.5kg-CO₂/kWh）：  

（基準年度比▲41.1％、2023 年度比▲3.9％） 

＜実績のトレンド＞ 

（グラフ）【CO2排出量、CO2原単位】 

 

（過去のトレンドを踏まえた当該年度の実績値についての考察） 

 

１）CO₂排出量の推移 

2024年実績値（変動係数）によると、CO₂排出量は基準年度に比べて▲44.1％、前年に比べ

て▲3.1％の減少となっている。また、CO₂原単位でも基準年度に比べて▲48.6％、前年に比べ

て▲4.9％と改善が進んでいる。これは生産活動量が前年に比べて 1.9％と増加しているが、エ

ネルギー消費量は前年に比べて▲1.8％と削減されており、省エネの取り組みが大きく寄与し

ていることが考えられる。 

 

２）電力係数の影響 

印刷業界ではエネルギー種として電力が原油換算ベースで約 72.1％を占めており、購入電力

の増加は燃料から電力への転換が進んでいることも要因の一つと考えられる。 電力の比率が

高いことから電力係数の低減も CO₂排出量に影響を与えており、基準年度の 2013 年度から

2024年度までに排出係数は 0.567 kg-CO₂/kWh から 0.416 kg-CO₂/kWh へと▲26.6％低減、また

2023年度から 2024年度では 0.422kg-CO₂/kWh から 0.416 kg-CO₂/kWh へ▲1.4％低減されてい

るが、CO₂排出量の削減実績の削減率が▲44.1%と大きいため、省エネ施策の効果が寄与してい

るといえる。 
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（３）削減・進捗状況 

 １）＜フェーズⅡ（2030 年）目標＞変動係数 

 指  標 削減・進捗率 

削 減 率 

【基準年度比/BAU 目標比】 

＝④実績値÷①実績値×100－100 

 

▲44.1％ 

【昨年度比】 

＝④実績値÷③実績値×100－100 

 

▲3.1％ 

進 捗 率 

【基準年度比】 

＝（①実績値－④実績値）/（①実績値－②目標値）×100 

 

78.6％ 

【BAU目標比】 

＝（①実績値－④実績値）/（①実績値－②目標値）×100 
％ 

 

 

２）＜フェーズⅡ（2030）年目標＞ 固定係数 

 指  標 削減・進捗率 

削 減 率 

【基準年度比/BAU 目標比】 

＝④実績値÷①実績値×100－100 

＝ 

▲38.4％ 

【昨年度比】 

＝④実績値÷③実績値×100－100 

＝ 

▲2.3％ 

進 捗 率 

【基準年度比】 

＝（①実績値－④実績値）/（①実績値－②目標値）×100 

＝ 

118.3％ 

【BAU目標比】 

＝（①実績値－④実績値）/（①実績値－②目標値）×100 
 ％ 
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（４）要因分析 

単位：％  

要  因 

1990 年度 

⇒ 

2024 年度 

2005 年度 

⇒ 

2024 年度 

2013 年度 

⇒ 

2024年度 

前年度 

⇒ 

2024年度 

経済活動量の変化  13.3 9.4 1.5 

CO2 排出係数の変化  ▲1.9 ▲23.1 ▲1.0 

経済活動量あたりのエネルギー使用量の変化  ▲67.7 ▲49.6 ▲3.1 

CO2 排出量の変化  ▲56.4 ▲63.3 ▲2.6 

【要因分析の説明】 

１．エネルギー消費量の改善 

基準年度からの比較では経済活動量（生産活動量）が 9.4%増加したが、エネルギー消費量

は▲49.6%改善されたことから事業者の省エネ取組が定着し、エネルギー効率が向上してい

るといえる。また 経済活動量は前年に比べて 1.5％増加しているが、エネルギー消費量は前

年に比べて▲3.1％と減少し、これに伴い CO2排出量は▲2.6%と改善している。 

 

２．CO2排出係数の低減  

CO2 排出係数の変化として、基準年である 2013 年度から 2024 年度の変化量が▲23.1%低減されて

おり、CO2排出量の変化▲63.3%の 4割近くを占めているため係数低減の効果も寄与している。 

注：回答票Ⅰの要因分析シートの数字を転記しているので一部数値前出と異なります。 

 

 

 

 

（５）目標達成の蓋然性 

自己評価 

■目標達成が可能と判断している・・・①へ 

■目標達成に向けて最大限努力している・・・②へ 

□目標達成は困難・・・③へ 

① 補足 

目標達成に向けたこれまでの取組み 

 2024年度実績は基準年度比▲44.1％削減、80.2万 t-CO2となり、目標達成の進

捗率は 78.6%となった。また CO2 の発生量を原単位（発生量／売上高…単位：t-

CO2／億円）でみると、基準年度 45.7t-CO2／億円、2030 年度の目標 19.7t-CO2／

億円以下に対して、2024 年度実績は 23.5t-CO2/億円であり進捗率は 85.4%となっ

た。当初計画した 2024年度の見通し値としては、CO₂排出量は 83.0 万 t-CO2、CO

₂原単位は 26.0t-CO2／億円であり、目標年度 2030 年度に対する進捗率はそれぞ

れ 75.2%、75.8%となるため、2024 年度実績の進捗率はいずれも見通し進捗率を

上回っている 

今後予定している追加的取組の内容・時期 

省エネ、再エネ導入促進を継続的に進め目標達成を目指す。 

（既に進捗率が 2030年度目標を上回っている場合）目標見直しの検討状況 

 

※回答票Ⅰの要因分析シートの数字を転記ください。 
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② 補足 

目標達成に向けたこれまでの取組み 

業界全体での革新的な技術開発や実用化の挑戦 

今後予定している追加的取組の内容・時期 

 今後ますます加速するデジタル化社会や事業環境変化に対応するため、業界の 

事業転換の推進を図る。 

目標達成に向けた不確定要素/目標達成のために要望する政策 

 印刷業界は景気動向や個人消費の動向の影響を受けやすく、紙メディアの需要

減少がどこまで進むのか、地政学リスクの長期化による原材料価格、エネルギー

価格、物流コスト上昇など。 

 これまでの異常・過剰品質要求による品質ロス、廃棄、作り直しなど、本来不

要なエネルギー使用を減らすべく、環境影響も考慮して、実用性を有する限り、

適正な品質基準での製品の受け入れを指導してほしい。 

③補足 

当初想定と異なる要因とその影響 

 

追加的取組の概要と実施予定/目標達成のために要望する政策 

 

目標見直しの予定 

 

 

 

 （６）BAT、ベストプラクティスの導入進捗状況 

BAT・ベストプラクティス等 導入状況・普及率等 導入・普及に向けた課題 

 

 

 

デジタル印刷機の導入促進 
2024年度 未調査 

2030年度 不明 

・生産性向上 

・トナー・インキ費等ランニングコスト

の運用コスト削減 

・後加工の連携 

・デジタル化を活かす受注・作業システ 

ム、他のデジタル設備との連携・管理  

システムの構築など工程管理の IT化 

乾燥・脱臭廃熱の有効活用ほ

か 

2024年度 未調査

2030年度 不明 

・設備導入負担 

 

１）デジタル印刷機の導入状況 

印刷業界におけるデジタル印刷機の導入状況について、経産省の生産動態統計による産業用

デジタル印刷機の生産台数では 2020年 15,595台、2021年 17,220台、2022年 16,101台、2023

年 16,010台と需要が安定しており、業界全体の導入、普及率は拡大状況と判断される。また兼

松経営株式会社のデジタル印刷に関するアンケート「デジタル印刷技術の導入に関する調査

（2024）」 によると、中堅・中小企業経営者の回答者の 59％が既にデジタル印刷機を導入して

おり、主にオンデマンド印刷や小ロット印刷に活用している。との調査結果もある。今後もデ

ジタル印刷の需要増が見込まれるとの予測、また環境負荷軽減に貢献できるとの理由から導入

が促進される可能性は高い。 

 

２）乾燥・脱臭廃熱の有効活用ほか 

「乾燥・脱臭廃熱の有効活用ほか」については、個々の設備の仕様や能力、進行する印刷物

の条件が異なるため、一様に CO₂削減見込量を算定することは難しい。 今回の調査においても、
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「再エネ、エネルギー回収」に関する CO₂削減量の調査を行ったが、事例が少なく非常に限定

的な結果であった。事例として T 社製の「クローズド VOC 回収システム」は、乾燥装置から排

出される VOC を 95％削減、CO2 排出量を 78％削減、乾燥炉エネルギー42％削減可能な乾燥シス

テムが提供されている。 

 

 

（７）実施した対策、投資額と削減効果の考察 

年度 対策 
投資額 

（百万円） 

年度当たりの 

エネルギー削減量 

CO₂削減量 

（t-CO2） 

設備等の使用期間

（見込み） 

2024年度 

照明関係 148  1,176  
法定償却 15 年が多
い 

空調関係 789  3,083  
法定償却 15 年又は

13年が多い 

動力関係 581  3,801  
法定償却 10 年が多

い 

受変電関係 73  297  
法定償却 10 年～15

が多い 

再エネ、エネル

ギー回収 
97  3,327  

法定償却 17 年が多

い 

その他 656  3,981   

2025年度以

降 

照明関係 173  653  
法定償却 15 年が多
い 

空調関係 1,019  1,983 
法定償却 15 年又は

13年が多い 

動力関係 807  1,308  
法定償却 10 年が多

い 

受変電関係 187  435  
法定償却 10 年～15

が多い 

再エネ、エネル

ギー回収 
439  11,510  

法定償却 17 年が多

い 

その他 349  1,772   

 

【2024年度の取組実績】 

（取組みの具体的事例） 

１）高効率印刷機の導入と動力源のインバータ化 

多くの企業が高効率印刷機の導入や動力源（ポンプ、コンプレッサー等）のインバータ化

に取り組んでおり、環境負荷の少ないデジタル印刷機への転換も計画している。 またエ

アー漏れ防止や改善によるコンプレッサーの効率運転による省エネ施策が増加しており動力

関係の投資額、削減量が多い。 

 

２）老朽化した空調機の更新と LED 照明への転換 

空調機の更新や LED照明への転換は継続して行われている。 これらの取り組みにより、冷
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暖房効率の向上や省エネ効果が実現されている。 

 

３）デマンド管理装置とエネルギー管理システム 

使用電力のデマンド管理装置やエネルギー管理システムに関する投資が多く見られる。 

これらの装置により、電力の効率的な使用やエネルギー消費の把握が可能となり、省エネ活

動が促進されている。 

 

４）再生可能エネルギーの導入 

今回のアンケート調査における再生可能エネルギー導入状況の結果では、太陽光発電が 22

社（昨年 21 社）で 2,008 万 kWh（昨年 970 万 kWh）と倍以上となった。マイクロ水力発電が

1社で 21千 kWh、風力発電が 1社で出力 17千ｋWの導入がされている。このうち自家消費電

力は 1,798 万 kWh(昨年 668 万 kWh)と昨年の約 3 倍と顕著に増加している。また、再生可能

エネルギーの購入実績としては 23社 476万 kWh(昨年 15社 482万 kWh)となっている。 

 

（取組実績の考察） 

１）個社の改善件数における主な取り組み 

アンケート調査改善件数において、最も多くの企業が取り組んでいる改善事例は照明関係

で特に「照明の LED 化」である。 次いで空調関係の「空調機更新」・「空調のインバータ化」、

動力関係の「モーター等のインバータ化」・「エアー漏れ防止」、その他の「エネルギー管理

システムの導入」が挙げられ、特に中小規模の企業においては投資額を抑えた改善が進めら

れている。 

 

２）再生可能エネルギーの導入状況 

印刷業界では、エネルギー種として電力の割合が原油換算ベースで約 73.9％と相対的に高

いため、電力の使用量削減を目的とした省エネ対策を積極的に行っており、これによる CO2

削減の取組みが進んでいる一方で、再生可能エネルギーの導入を積極的に実施しており本年

度は大幅な増加傾向にある。 

 

３）エネルギー回収の事例 

「エネルギー回収」には、排ガスを活用した発電や主に印刷工程から発生した「乾燥・脱臭廃

熱の有効活用」がある。個社の事例となるが、ドライラミネートの乾燥排気を VOC 処理装置で

燃焼し、廃熱を再利用するシステムを導入しエネルギー効率の向上を図っている。 

 

【2025年度以降の取組予定】 

（今後の対策の実施見通しと想定される不確定要素） 

１）省エネ活動における主な取り組み 

省エネ活動については、すでに長年継続的に進めており、低効率な空調機器の更新とイン

バータ化、照明の LED 化、エネルギー管理システムの導入、エアー漏れ防止・改善などの主

要な省エネ活動は今後も積極的に展開していくと同時に、更なる節電活動や個社の効果的な

省エネ事例を業界内に展開していく。 

 

２）再生エネルギーの導入状況 

再生可能エネルギーの導入として、自家消費を目的とした太陽光発電システムの設置やマ
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イクロ水力発電の採用がみられ、省エネ対策と再生可能エネルギーの導入の両輪で CO2 排出

量削減を促進していく。また再生エネルギーの導入形態には、PPA の活用や各電力会社が提

供する再生エネルギー導入プランを活用するケースが見られるが、導入には投資面への影響

が大きく、今後の景気動向によって左右される可能性があるため、行政による省エネ関連投

資への助成金活用を検討していく。 

 

（８）クレジットの取得・活用及び創出の状況と具体的事例 

業界としての

取組み 

■クレジットの取得・活用をおこなっている 
□今後、様々なメリットを勘案してクレジットの取得・活用を検討する 
□目標達成が困難な状況となった場合は、クレジットの取得・活用を検討する 
□クレジットの取得・活用は考えていない 
□商品の販売等を通じたクレジット創出の取組みを検討する 
□商品の販売等を通じたクレジット創出の取組みは考えていない 

個社の取組み 

■各社でクレジットの取得・活用をおこなっている 
□各社ともクレジットの取得・活用をしていない 
□各社で自社商品の販売等を通じたクレジット創出の取組みをおこなっている 
□各社とも自社商品の販売等を通じたクレジット創出の取組みをしていない 

 

【具体的な取組事例】 

取得クレジットの種別 J-クレジット 

プロジェクトの概要 個社の省エネ由来 

クレジットの活用実績 印刷工程により排出される温室効果ガスのオフセット 

 

取得クレジットの種別 J-クレジット 

プロジェクトの概要  

⚫ クレジットの活用

実績 
⚫ LPガスの排出量オフセット 

 

 

【非化石証書の活用実績】 

非化石証書の活用実績  
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（９）本社等オフィスにおける取組み 

□目標を策定している・・・①へ 

■目標策定には至っていない・・・②へ 

 

① 目標の概要 

○○年○月策定 

（目標） 

 

 

（対象としている事業領域） 

 

 

 

② 策定に至っていない理由等 

印刷業界の大手企業以外は、オフィスと工場を同じ建物で兼用しているところが多いため、個

別にデータを収集することが難しい。印刷業界は中小規模の事業所が 9 割以上を占め、工場から

排出される CO₂が大半を占めており、オフィスからの排出量の割合が少ないため削減活動の対象

に適さない。ただし、大手印刷会社ではエネルギー管理指定工場に該当する本社ビル等を有する

会社もあり、オフィスの CO₂排出量も別途管理している事例はみられる。今後は他社においても

オフィス部門の目標設定についてどのような方法が可能かを検討していく 

 

本社オフィス等の CO₂排出実績（２社計） 

 
2013

年度 

2014

年度 

2015 

年度 

2016 

年度 

2017

年度 

2018

年度 

2019

年度 

2020

年度 

2021

年度 

2022

年度 

2023

年度 

2024

年度 

延べ床面積 

(万㎡) 
            

CO2 排出量 

(万 t-CO2) 
2.3 2.0 1.8 2.8 2.2 2.1 2.0 2.0 2.0 2.2 2.0 1.9 

床面積あたりの

CO2 排出量 

（kg-CO2/m2） 

            

エネルギー消費

量（原油換算） 

（万 kl） 

0.9 0.9 0.8 1.3 1.0 1.0 1.0 1.1 1.0 1.1 1.1 1.0 

床面積あたりエ

ネルギー消費量 

（l/m2） 

            

 

【2024年度の取組実績】 

（取組みの具体的事例） 

該当事項記載なし 

（取組実績の考察） 

該当事項記載なし 
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（１０）物流における取組み 

□目標を策定している・・・①へ 

■目標策定には至っていない・・・②へ 

 

①目標の概要 

○○年○月策定 

（目標） 

 

 

（対象としている事業領域） 

 

 

 

②策定に至っていない理由等 

印刷業界は中小規模の事業所が 9 割以上を占め、工場から排出される CO₂が大半を占めており、

また運輸部門のデータを別途取得することが難しいためアンケート調査項目に含めていない 

 

物流からの CO₂排出実績（○○社計） 

 
2013 

年度 

2014 

年度 

2015 

年度 

2016

年度 

2017 

年度 

2018 

年度 

2019

年度 

2020

年度 

2021

年度 

2022

年度 

2023

年度 

2024

年度 

輸送量 

（万ﾄﾝｷﾛ） 
            

CO2 排出量 

（万 t-CO2） 
            

輸送量あたり

CO2 排出量 
(kg-CO2/ﾄﾝｷﾛ) 

   
 

        

エネルギー消

費量 

(原油換算） 

（万 kl） 

            

輸送量あたり

エネルギー 

消費量 

（l/ﾄﾝｷﾛ） 

            

 

【2024年度の取組実績】 

（取組みの具体的事例） 

運輸部門における排出削減目標は設定していないが、以下の活動を通して CO₂削減に貢献している。 

・素材の軽量化により製品重量を削減し、運輸部門の CO₂削減に貢献。 

・パレットへの積載方法を標準化し、積載効率を向上させ搬送車の運送回数を削減。 

・社用車に低排出ガス車（HV車）、PHV車）や EV等の環境配慮型車両へ切替 

 

（取組実績の考察） 

該当項目 データなし 
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【第２の柱】主体間連携の強化 

 

 

【2024年度の取組実績】 

（取組の具体的事例） 

１）環境に配慮した印刷資機材の活用促進 

①印刷業界では、印刷工場が購入・使用する資機材を環境配慮基準に基づき認定する制度

(GP 資機材認定制度)を運用しており、認定された製品を積極的に活用している。対象と

なる印刷資機材は、「洗浄剤」「エッチ液」「現像機」「プレート」「製版薬品（現像液）」

「セッター」「含浸型洗浄布」「インクジェット・液体トナー型デジタル印刷機」「ドライ

トナー型デジタル印刷機」「製本用接着剤」「その他資機材」の製品分野で認定を行い、

現在 750製品が認定登録されている。 

 

 
製品・サービ

ス等 

当該製品等の特徴従来品等との差異、 

算定根拠、対象とするﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ 

削減実績 

（推計） 

（2024年度） 

削減見込量 

(ポテンシャル) 

（2030 年度） 

1 
環境に配慮した

印刷資機材の活

用促進 

印刷工場が購入・使用する資機材を環境

配慮基準に基づき認定する制度(ＧＰ資

機材認定制度)を運用しており、認定さ

れた資機材の活用を促進している。また

印刷用紙においては、森林認証紙 FSC や

でグリーン購入法適合印刷用紙の使用も

積極的に進めている。 

 

 

 

 

2 
バイオ資源の有

効活用促進 

植物由来の印刷インキ、バイオプラス

チック（ライスフィルム、生分解性プラ

スチック等）包材の活用を促進してい

る。 

 

 

 

 

3 製品の軽量化 

製品の軽量化については、顧客に製品仕

様の見直しを提案し、食品の内袋をなく

して外袋のみの包装に変更することや製

品素材の厚みを薄くする、小型化するな

どプラスチック容器包装の仕様変更によ

る軽量化の取組みを行っている。またト

ラックへの積載効率を向上させる形状に

変更するなど、輸送エネルギーの削減に

も貢献している。 

 

 

 

 

4 
アル ミ版の回

収・リサイクル 

個社の取組みであるが、印刷会社・新聞

社で使用された CTP版／PS版のアルミニ

ウムを再利用する F 社のクローズドルー

プリサイクルシステム「 PLATE to 

PLATE」に参加している。これにより CTP

版／PS版のライフサイクル全体で発生す

る CO2 排出量は、版材であるアルミニウ

ムの地金を使用する場合に比べ大幅に削

減することを可能としている。 

  

該当項目 データなし 
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②環境に配慮した印刷資材を使用し、環境に配慮した印刷工場で製造した印刷製品にグ

リーンプリンティン（以下：ＧＰ）マークを表示しており、このＧＰマーク表示印刷製

品を多く発注したクライアント、ＧＰ制度・ＧＰマークの周知・普及に貢献した印刷事

業者、ＧＰ資機材認定製品の提供に貢献した資機材メーカーに対しＧＰ環境大賞、ＧＰ

マーク普及大賞、ＧＰ資機材環境大賞を設け表彰している。2024年度はゴールドプライ

ズ 5 社・団体、大賞 8社・団体、準大賞 14社・団体を選考し表彰した。 

 

２）バイオマスの有効活用促進 

サプライヤーと連携し、石油系溶剤を使用しないフィルム包装材の製造技術開発に取り組

んでいる事例もある。 

 

３）製品軽量化 

製品の軽量化については、顧客に製品仕様の見直しを提案し、食品の内袋をなくして外袋

のみの包装に変更することや製品素材の厚みを薄くする、小型化するなどプラスチック容器

包装の仕様変更による軽量化の取組みを行っている。またトラックへの積載効率を向上させ

る形状に変更するなど、輸送エネルギーの削減にも貢献している。 

 

（取組実績の考察） 

印刷業界の環境配慮基準である「印刷サービスグリーン基準」の運用および印刷業界への周

知と運用推進を図る目的で創設したグリーンプリンティング認定制度を普及・拡大を推進して

おり、ＧＰ工場認定制度に登録された事業所数は 2023年度末時点で 441事業所となっており、

これらの事業所を中心に環境に配慮した印刷製品の提供を進めている。普及に向けてはＧＰ

マーク製品の採用が CO₂削減につながること、またＳＤＧｓの目標への取組みになることをク

ライアントに働き掛けており、ＧＰマーク製品認定（ＧＰマーク表示）部数は、認定制度を開

始した 2006 年 10月からの累計で 12億部を超えている。 

 

（２）家庭部門、国民運動への取組み 

家庭部門での取組み 

該当事項記載なし 

 

国民運動への取組み 

該当事項記載なし 

 

森林吸収源の育成・保全に関する取組み 

１．個社では、東南アジアにおいて植林事業を実施している印刷企業や国内の森林保全事業に寄

付を行っている企業もある。 

２．印刷業界では、印刷用紙について森林資源の保護に結び付く「FSC 森林認証用紙」の採用拡

大を進めている。製品に使用される「FSC森林認証用紙」「グリーン購入法適合印刷用紙」に

ついては得意先の意向により採否が決まる面はあるが、自主的に採用件数の目標設定を行い

顧客に対して積極的に採用を提案している会社もある。 

 

【2025年度以降の取組予定】 

（2030 年に向けた取組み）） 

１）ＧＰ認定制度の認定基準のバージョンアップを行い登録事業所数を増やすとともに、様々な
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情報メディアを通じてＧＰ認定製品の採用を呼び掛け、環境に配慮した印刷物を増やす。 

２）印刷工程だけでなく、ワークフロー全体をデジタル化し、印刷産業の「デジタル・トランス

フォーメーション（DX）」を推進していく。  

３）環境関連団体への協賛やステークホルダーとの連携など、広範な活動を継続していく。 

 

（2050 年カーボンニュートラルの実現・トランジションの推進に向けた取組み） 

印刷産業は、印刷で培ってきた情報管理・加工の技術とノウハウを活かし、多様化・高度化する

顧客のニーズに応える新たな情報文化を創出する。また包装・産業資材の分野においては、より低

炭素で資源循環にも資する製品を開発・提供し、新たな生活文化の充実を図ることで、原材料調

達・製造・流通・運搬・廃棄工程等サプライチェーン全体での CO2 排出量の削減に取り組む。そし

て、低炭素な地域社会づくりに貢献するため、上流や下流、さらには隣接市場へバリューチェーン

の拡大を推進することにより、カーボンニュートラルな社会形成に求められる新しい産業へ成長す

る。 

具体的な施策としては以下の通り。 

①新たな情報文化の創出 

・情報伝達や販促活動のデジタル化推進、新サービスの開発による削減 

・生活者へのより低炭素な生活のための情報発信 

②新たな生活文化の創出 

・より低炭素な環境配慮製品の開発によるライフサイクルでの CO2 削減  

・リサイクル適性に優れた包装材などの開発・提供による資源循環への貢献 

・生活者、事業者が分別しやすい表示、ラベル、タグの開発・提供 

③低炭素な地域社会づくりに貢献 

・産官学地域連携の担い手として、低炭素な新しい街づくりの推進 

・地域の再エネ、リサイクル活動などの情報のハブとしての役割 

・広域プラントネットワークを介した地域間の連携事業構築 

 

 

  



- 25 - 

【第３の柱】国際貢献の推進 

 

（１）海外での削減貢献の概要、削減見込量及び算定根拠 

【2024年度の取組実績】 

（取組みの具体的事例） 

日本印刷産業連合会は 2024 年 5 月にドイツのデュセルドルフで行われた WPCF（世界印刷会議）に

参加し、日本の印刷市場動向、課題、トレンド等について報告を行った。また各国の市場動向につ

いて情報交換を行う中、今後は環境に配慮した持続可能性を追求した印刷産業のあり方が求められ

るという共通認識が確認された。WPCF は世界の主要印刷連合会で構成されており、所属メンバーは

米国 PIA、欧州 Intergraf、スリランカ SLAP、中国 PTAC、香港 HKPA、インド AIFMP、韓国 KPA、ネ

パール FNPA、南アフリカ、日本ＪＦＰＩの 合計 10 か国が加盟している。 

（取組実績の考察） 

・今回は、特に環境への配慮や持続可能性に関する問題に如何に対処するかの議論が行われた。今

後、WPCF 会議内でも各国の環境に関する情報交換をより密に行い、業界として環境配慮への協

力をより積極的に行うという結論になった。 

【2025年度以降の取組予定】 

（2030 年に向けた取組み） 

・毎年開催される WPCF（世界印刷会議）等での印刷産業の市場動向、技術動向、環境関連への取組

み動向などの情報交換を継続する。 

 

（2050 年カーボンニュートラルの実現・トランジションの推進に向けた取組み） 

・該当事項記載なし 

 

 

 

（２）エネルギー効率の国際比較 

・該当事項記載なし 

 

 

 

  

 海外での削減貢献 貢献の概要 
算定根

拠 

削減実績 

（推計） 

（2024年度） 

削減見込量 

(ポテンシャル) 

（2030 年度） 

1 
印刷業界国際会議

参加 

・世界印刷会議（WPCF） 

・アジア・オセアニア印刷

会議(FAPGA） 

 

 

 

 
 

 

2  
 

 

 

 

 

 

 

 

3 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要項目 データなし 
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【第４の柱】2050年カーボンニュートラルに向けた革新的技術の開発 

 

（１） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の概要、導入時期、削減見込量及び算定根拠 

 

 

 

 

 

 革新的技術 
技術の概要 

算出根拠 
導入時期 削減見込量 

1 
省エネ活動のさらな

る推進 

・エネルギーマネジメントシステム（EMS）の

導入 

・高効率機器、省エネ機器の導入 

・LED-UV など乾燥のための低エネルギー技術、

機器の導入 

 

順次導入

拡大 
未確定 

2 

再 生可能 エ ネ ル

ギー、新エネルギー

の利用拡大 

・電力調達における再生可能エネルギー由来の

電力調達 

・太陽光発電設備の導入 

・熱エネルギー源としての水素、アンモニア等

の利用 

順次導入

拡大 
未確定 

3 

プロセス・構造の転

換によるエネルギー

効率の最大化 

・生産プロセスの転換と適正品質基準の確立に

より、印刷ロスを極小化 

・デジタル印刷機の導入や DXによるジョブシェ

アリング 

・ジョブシェアリングの広域展開によるプラン

トネットワーク構築 

・企画、広告、充填、流通等バリューチェーン

への拡大  

順次導入

拡大 
未確定 

4 
新たな情報文化の

創出 

・情報伝達や販促活動のデジタル化推進、新

サービスの開発による削減 

・生活者へのより低炭素な生活のための情報発

信 

順次導入

拡大 
未確定 

5 
新たな生活文化の

創出 

・より低炭素な環境配慮製品の開発によるライ

フサイクルでの CO2削減  

・リサイクル適性に優れた包装材などの開発・

提供による資源循環貢献 

・生活者、事業者が分別しやすい表示、ラベ

ル、タグの開発・提供 

順次導入

拡大 
未確定 

6 
低炭素な地域社会

づくりに貢献 

・産官学地域連携の担い手として、低炭素な新

しい街づくり推進 

・地域の再エネ、リサイクル活動などの情報の

ハブとしての役割 

・広域プラントネットワークを介した地域間の

連携事業構築 

順次導入

拡大 
未確定 
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（２） 革新的技術（原料、製造、製品・サービス等）の開発、国内外への導入のロードマップ 

 革新的技術 2024 2025 2030 2050 

1 

省エネ活動のさらなる推

進 

 

導入促進 

 

利用拡大 主流化 

2 

再生可能エネルギー、新

エネルギーの利用拡大 

 

導入促進 

 

利用拡大 主流化 

3 

プロセス・構造の転換に

よるエネルギー効率の最

大化 

導入促進 
 

利用拡大 主流化 

4 

新たな情報文化の創出 

 

 

導入促進 
 利用拡大 主流化 

5 
新たな生活文化の創出 

 
導入促進  利用拡大 主流化 

6 
低炭素な地域社会づくり

に貢献 
 

 
導入促進 利用拡大 

 

 

【2024年度の取組実績】 

（取組みの具体的事例） 

省エネ・再エネ活動の促進 

環境に配慮した工場を認定するグリーンプリンティング認定制度の普及拡大を行い、省エ

ネや再エネ導入へ取組む工場を増やしている。 

 

（取組実績の考察） 

【2025年度以降の取組予定】 

（2030 年に向けた取組み） 

今後ますます加速する事業環境変化に対応するためには、業界の持続可能な発展に向けた強固な事

業基盤を構築するとともに、未来の多様で高度なデジタル社会における価値創造と課題解決を目指

す、新たな事業領域を切り開いていくことが求められている。印刷産業は大きくデジタルシフトさ

れる市場環境の変化を受け、従来の「紙」媒体の印刷で培った技術と最先端のデジタル技術を融合

させ、顧客が保有する情報をより価値のあるものに創出する「情報価値創造産業」への転換を進め、

新たな情報メディアの創出を含めた業態への転換を目指す 

 

 

（2050 年カーボンニュートラルの実現・トランジションの推進に向けた取組み） 

印刷産業は、長年培ってきた情報管理・加工の技術とノウハウを活かし、多様化・高度化する顧

客のニーズに応えると同時に、革新的な技術の開発や実用化に挑戦して環境に配慮した製品を生

活者に提供してきた。今後は、カーボンニュートラルな社会を目指すために、以下の２分野で施

策を展開し、求められる新しい産業へ成長する。 

 

１．事業活動におけるエネルギー起因の CO2排出極小化とデジタル技術の活用  
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従来から行っている省エネ活動の更なる促進および革新的な省エネ設備の導入、工場設備の

電化を拡大するとともに再生可能エネルギーの導入促進、そして DX活用により生産プロセスに

おけるエネルギー効率の最大化を目指す。 

 

２．カーボンニュートラル社会への “印刷” の貢献 

印刷における情報管理・加工技術とノウハウを活かし、多様化・高度化する社会ニーズに応

える新たな情報文化を創出する。また包装・産業資材の分野においては、より低炭素で資源循

環にも資する製品を開発・提供し、新たな生活文化の充実を図ることで、原材料調達・製造・

流通・運搬・廃棄工程等サプライチェーン全体での CO2 排出量の削減に取り組む。そして、低

炭素な地域社会づくりに貢献するため、隣接市場へバリューチェーンの拡大を推進することに

より、カーボンニュートラルな社会形成に求められる新しい産業へ成長する。 

 

2050 年カーボンニュートラルに向けての取り組み施策で挙げた「事業活動におけるエネルギー起因

の排出極小化」、「カーボンニュートラル社会への “印刷” の貢献」の施策を展開することによる

CO2 削減イメージ 
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その他の取組み・特記事項 

 

（１）CO2以外の温室効果ガス排出抑制への取組み 

・フロン排出抑制法に則り、事業所で使用している空調器、冷凍・冷蔵器、コンプレッサー等の

自主点検、法定点検を実施している。 また不要になった該当ガスについては、適切に処理

している。 

・電機絶縁ガスとして使用されている SF6 のガス漏れ点検等、メンテナンスを継続している 

 

（２）その他の取組み 

①第三者評価委員会からの指摘・要望事項への対応 

 （ベンチマーク制度、トップランナー制度、SBT(Science Based Target)への取組み等） 

個社事例 

・2050 年に向けたネットゼロ目標、2030 年に向けた「1.5℃水準」目標で SBT認定を取得 

（2050 年目標 Scope1＋2および 3における温室効果ガス排出の実質ゼロ） 

（TOPPANホールディングス㈱） 

・2030 年に向けた温室効果ガス削減目標で SBTイニシアチブの「1.5℃目標」の更新認定を取得 

 （SCOP1＋SCOP2 削減目標及び SCOP3削減目標） 

（大日本印刷㈱） 

・2030 年に向けた温室効果ガス削減目標で SBTイニシアチブの「1.5℃目標」の認定を取得 

 （（SCOP1＋SCOP2 削減目標及び SCOP3削減目標） 

（共同印刷㈱） 

 

 

②カーボンニュートラルに資するサーキュラーエコノミー、ネイチャーポジティブへの取組み 

個社事例 

 

・再生材を使ったバリアパッケージ“メカニカルリサイクル PET・GL パッケージ”の開発

（TOPPAN(株)） 

■技術・取組の特長 

世界トップシェアを誇るトッパンの透明蒸着バリアフィルム「GL FILM」の基材に、再生

材であるメカニカルリサイクル PET フィルムを使用したバリアフィルムを採用したパッ

ケージです。日用品向けの通常グレードのほか、長時間のレトルト殺菌が可能なグレー

ドもラインアップしています。(メカニカルリサイクル PET とは、使用済み PETボトルを

粉砕・洗浄した後に高温で溶融・減圧・ろ過などを行い、再び PET 樹脂に戻したもので

す。)  

■環境負荷低減効果 

・メカニカルリサイクル PET・GLフィルムは、従来の透明蒸着フィルムと比較して、石

油由来資源の使用を約 80%削減できます。 

・従来の PETフィルムを使った透明蒸着フィルムと比較して、製造に関わる CO2 排出量

を約 17％※削減できます。※凸版印刷算定。算定範囲は透明蒸着フィルムに関わる①

原料の調達・製造、②製造、③輸送、④リサイクル・廃棄。 

・バリア性を有することで、内容物の品質保持に貢献します。 

 

・モノマテリアル包材の開発（大日本印刷㈱） 

■技術・取組の特長 
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従来は複数のプラスチックで構成されるフィルムパッケージを単一素材（モノマテリア

ル）から作ることでリサイクルしやすくしたパッケージです。DNP 独自の加工技術や製膜

技術、蒸着技術などを活用し、内容物を保存するためのバリア性や耐熱性などを付与し

ています。ポリエチレン（PE）仕様とポリプロピレン（PP）仕様の 2種類があります。

用途に応じて、パウチやチューブ容器、プラスチック容器用のフタ材等の形態を揃えて

います。 

■環境負荷低減効果 

・モノマテリアル包材 PP仕様は、3層パウチ（PET/AL/CPP）よりも CO2排出量※を約

39%削減。 

※パッケージの原材料調達・製造・廃棄における CO2 排出量 

 

出典：容器包装のプラスチック資源循環等に資する取組事例集（令和 5年 3月）資料 

   （境省 環境再生・資源循環局総務課リサイクル推進室） 

 

③その他 
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■経産省フォローアップ参加業種のみ回答 

 

（１）要因分析 

（CO₂排出量） 

 
基準年度→2024年度変化分 2023 年度→2024年度変化分 

（万 t-CO₂） （％） （万 t-CO₂） （％） 

事業者省エネ努力分 ▲52.1 ▲44.8 ▲3.1 ▲3.7 

燃料転換の変化 ▲6.0 ▲5.2 ▲0.4 ▲0.5 

購入電力の変化 17.4 14.9 ▲0.6 ▲0.7 

生産活動量の変化 4.6 3.9 1,5 1.8 

注：回答票Ⅰの要因分析シートの数字を転記しているので一部数値前出と異なります。 

（エネルギー消費量） 

 
基準年度→2024年度変化分 2023 年度→2024年度変化分 

（万ｋｌ） （％） （万ｋｌ） （％） 

事業者省エネ努力分 ▲30.9 ▲43.2 ▲1.7 ▲3.8 

生産活動量の変化 3.3 4.7 0.8 1.9 

 

（要因分析の説明） 

１．省エネ活動の効果 

CO₂排出量の減少要因について、基準年度比では事業者の省エネ努力分が▲51.0 万 t-CO₂とな

り、削減効果量全体の約 84％(52.9万 t-CO₂/63.3 万 t-CO₂)を占めている。 この結果から、事

業者の省エネ活動が高い貢献度を示し、省エネ活動の定着が確認された。 主な省エネ活動と

しては、「高効率な生産設備への更新」「環境負荷の少ないデジタル印刷機への転換」「老朽化

した空調機の更新」「ＬＥＤ照明への転換」などが挙げられる。これらの取り組みによる削減

効果が CO₂排出量の減少に大きく寄与していると言える。 

 

２．電力のエネルギー比率の向上 

印刷業界ではエネルギー種として電力が原油換算ベースで約 72.1％と高い比率を占めてお

り、燃料から電力への転換が進んでいることも要因の一つと考えられる。 このように電力の

比率が高いことから、今後 CO2排出量の削減においては再生可能エネルギーへの移行や更なる

節電による電力の使用削減が重要な施策となる。 

 

（２）情報発信 

業界内への 

横展開の取組み 

・カーボンニュートラル行動計画、循環型社会形成自主行動計画、VOC排出抑

制のフォローアップ内容を当連合会ホームページに公開 

・社会責任報告書に環境自主行動計画の内容を掲載 
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他業界への横展

開や他業界と連

携した取組み 

 

 

（３）目標対象とする事業領域におけるエネルギー消費実態 

工程・分野別・用途別等のエネルギー消費実態 

 

       
図 1：オフセット輪転機のエネルギー消費  図 2：グラビア輪転機のエネルギー消費 

 

上記エネルギー消費割合のグラフは、代表的な印刷方式であるオフセット輪転印刷機とグラビア

輪転印刷機を有する工場のエネルギー消費実態を比較したものである。オフセット輪転印刷機工

場では、乾燥・脱臭装置のエネルギー消費が多く、全体の消費量の約半分を占めている。一方グ

ラビア輪転印刷機工場では、乾燥、動力、空調のエネルギー消費量が多く、各々約 20%を占め

る。 

出所 個社のデータであり、業界の平均的な数値ではない。 

電力消費と燃料消費の比率（CO₂ベース） 

電力 
CO₂ベース：68.8％（53.0 万ｔ-CO₂）、原油換算ベース：72.1%(30.7 万ｋＬ) 

(電力排出係数：2024年度 受電端・調整後排出係数 0.393Kg-CO₂/kWh） 

燃料 CO₂ベース：31.2％ (24.1 万ｔ-CO₂)、原油換算ベース：27.9%(11.8 万ｋＬ) 

 


